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令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告①：事業の全体概要】

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

構成団体
関西医科大学
医学部 健康科学教室

事業のターゲット ②働く世代・子育て世代

実施フィールド（地域） 大阪府枚方市

① 大阪府枚方市内の企業4社の従業員を対象に実施
② 職域（健康経営）と地域（既存イベント）が連携し、従業員のスポーツ実施率・実施意欲を高めるモデル
③ 職域で管理監督者セミナー、体力測定、30分の短時間プログラム「ちょこスポ」を実施し、機会を提供
④ 地域で行われる「する」「みる」「支える」スポーツイベントの情報を提供し、参加を促す
⑤ 介入前後の評価および従業員のスポーツ習慣で労働生産性や働きがい等について検証し論文化する

事業ターゲット

■ターゲットのスポーツ実施を促すためのポイント

事業の背景

事業内容（要約）

■本事業のターゲット像

本事業の狙い・実施概要

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

大阪府枚方市（以下、「枚方市」という）は、大規模法人の工場が多い地域
である。この地域特性を活かし、 本事業のターゲットは、枚方市内に拠点
を置く、 京セラドキュメントソリューションズ(株)枚方工場 、 日本精線
(株)枚方工場 、 日本ペイント・オートモーティブコーティングス(株)、 ホ
ソカワミクロン(株)（敬称略・五十音順）の従業員約700名とした。

働く世代のスポーツ実施率は、他世代と比べ低く課題となっている。働く
人の生活の中にスポーツを定着させるためには、1日の1/3程度の時間
を過ごす職場でスポーツを実施する機会の提供やきっかけをつくること
が有効だと考えた。

【企業側の視点】
経営者にとって、従業員にスポーツ習慣を獲得させるための取り組みに
投資するためには、自社の経営に好影響を与えるエビデンスが必要。

【従業員の視点】
働く世代にとって「1年前と比べて運動・スポーツを実施する頻度が減っ
た、またはこれ以上増やせない(増やさない) 」理由として、第1位「仕事や
家事が忙しいから」が52.9%。全体を対象に「スポーツ・運動を初めて実
施した（または再開した）」きっかけとして、「なんとなく」に続く第2位は
「友人・知人・同僚に誘われた」（全体平均16.9％）となっている。こういっ
た結果から、職場においてスポーツを実施する機会の提供や職場内で誘
い合って参加できるイベント機会の提供が、生活の中にスポーツを取り入
れるきっかけになると考えた。

• 少子高齢化で企業は人材の確保が課題。投資家からは人的資本経営の取り組みが求められ、大規模法人では約
30%が「健康経営」に取り組んでいる

• 日本の労働生産性は他の先進国と比べて非常に低く、今後企業対応の活性化が予想される
• 実施種目はウォーキングが第1位。気軽にでき、低強度のスポーツなら始められる可能性がある
• Z世代と呼ばれる層では、6割が「推し活」に対してなんらかの関心を示しているといわれている



事業実施内容

令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告②：実施内容】

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

 

Program1【企業における風土づくり（管理監督者対象セミナー）】

協力企業 参加者数
管理監督者
参加率

講師

A社 28名 97.1% NPO法人 健康経営研究会
理事長 岡田 邦夫氏

《テーマ》
これからの企業の健康づくり

-健康、体力が支える企業経営-

B社 48名 92.3%

C社 23名 50.0%

D社 67名 63.2%

Program2【健康・スポーツ実施意欲を高める体力測定（任意参加）】

協力企業 参加者数 参加率 測定概要

A社 244名 96.8% 《測定項目》体組成、握力、イス立ち
上がり動作

《動機づけ》各能力の評価、得点化、
社内世代別ランキング等を表示した
レポートを個人に発行

B社 自社で実施済み

C社 99名 32.9%

D社 236名 70.7%

Program3【就業後にちょこっと運動できる「ちょこスポ」（任意参加）】

《実施種目》
① リラックスヨガ
② 肩こりすっきりストレッチ
③ パンサーズストレッチ
④ 骨盤調整ヨガ
⑤ 腰痛改善ストレッチ
⑥ アロマヨガ

協力企業 1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 6回目 参加率

A社 実施辞退

B社 6名 5名 9名 5名 6名 5名 6.7%

C社 7名 9名 30名 5名 6名 7名 21.3%

D社 40名 19名 23名 8名 24名 15名 38.6%

＊参加率は、延べ参加者数/全従業員数で算出



事業実施内容

令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告②：実施内容】

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

Program4【イベントを通じたスポーツ体験機会の創出（任意参加）】

地域スポーツイベント参加 A社 B社 C社 D社 合計

す
る

企業交流ロゲイニング大会

実施
辞退

3名 2名 17名

113名

総合型クラブ2ヶ月体験メンバー 0名 0名 1名

み
る

パンサーズホームゲーム観戦 40名 24名 24名

FCティアモホームゲーム観戦 0名 0名 0名

支
え
る

HKSCフェスイベントボランティア 0名 0名 2名

ひらかたハーフマラソンボランティア 0名 0名 0名

全従業員数から算出した参加率 8.0% 8.6% 13.2% 9.6%

Program5【職域と地域をシームレス化するナッジ等を検討する専門家会議】

氏名(名前順) 所属 強み(専門分野)

木村 穣
関西医科大学付属病院 健康科学科
診療科長 理事長特命教授（医師）

医学、行動変容他

黒瀬 聖司 関西医科大学 医学部 講師
生活習慣病、スポーツ推進、
データ分析他

都竹 茂樹
大阪大学 スチューデント・ライフサイクルサポー
トセンター 教授 （産業医）

行動経済学、ナッジ、産業保
健他

横山 誠
大阪国際大学経営学部経営学科 教授
地域協働センター副所長

スポーツビジネス他

Program6【スポーツの価値を高めるエビデンスの確立】

協力企業
介入前
回答者数

介入後
回答者数

回答方法 実施方法

A社 実施辞退

アンケート形式で実施

B社 531名 519名 紙ベース回答

C社 17名 15名 オンライン回答

D社 99名 81名 オンライン回答

合計 647名 615名

《1回目》2023年9月19日 関西医科大学
内容：(1)参加を促すチラシデザイン等 (2)企業ができるスポーツ環境づくり

《2回目》2024年2月9日 関西医科大学
内容：(1)取得データの評価 (2)本結果から次年度の改善の可能性・取り組み

《最大有効回答数》

介入前後比較（前後とも評価可能なデータのある方） 563名

スポーツ習慣と労働生産性・働きがいの評価（介入後調査） 615名



広報展開（募集・事業周知）

令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告③：広報展開（募集・事業周知） 】

ただし、
広報展開（募集・事業周
知）】
でに収めてください。

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

全対象者に配布したチラシ

パナソニックパンサーズの
SNSで紹介



令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告④：効果検証・分析】

効果検証の方法と結果 結果に基づく要因の分析（仮説検証）

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

【スポーツ実施者の増加効果】
• ターゲットの週1回以上のスポーツ実施率
現状値（介入前調査）から5%向上を目指します
（結果）

• 事業でスポーツ実施意欲が高まったという回答者割合。全体の30％を目指します
（結果）「高まった」「少し高まった」の割合が全体の26.0%

• 地域スポーツイベントへの参加者数延べ300名を目指します
（結果）113名

• 職域内スポーツプログラム（ちょいスポ）参加率がターゲットの5%を目指します
（結果）全従業員のB社6.7%、C社21.3%、D社38.6%が参加（延べ参加者数で算出）

• スポーツ習慣と労働生産性、働きがいの関係を明らかにして結果を論文化します
（結果）取得したデータを論文化し、エビデンスとして活用する予定

【介入前後アンケート調査による主な分析結果】（根拠データの表は次ページ以降）
① 今回の介入プログラムでは、様々な指標に変化はなかった（表1～6）
② スポーツ習慣ありの人はない人と比較し、絶対的プレゼンティーズム、活力、熱意、

没頭、スコア、会社信頼度、自己健康観が有意に高い（ 表7）
③ 「ちょこスポ」に参加した人はスポーツ意欲が高まった、少し高まった人が有意に多

く、変化なしが少ない （表8）
④ 「地域スポーツイベント」に参加した人は、スポーツ意欲が高まったが有意に多く、

変化なしが少ない（表8）
⑤ スポーツ習慣のない人が「ちょこスポ」に19名、「地域スポーツイベント」に4名参加

した（表9～10）
⑥ スポーツ習慣ありは、男性40-59歳で全体的に好影響を与え、女性は年代別で異

なる（表11）

項目 介入前 介入後 変化

週1回以上 54.2% 53.7% -0.5%
週3回以上 30.9% 29.8% -1.1%

【企業内で行ったプログラム検証】
Program1（管理監督者セミナー）

テーマを健康経営としたこと、講師を健康経営の第一人者である岡田邦夫氏を起用したことで、高い
参加率だった。管理監督者に従業員の健康の必要性とスポーツの効果を伝えることができた。

Program2（体力測定）
就業時間中に行うことで任意参加ではあるが多くの参加を得ることができた。

Prorram3（就業後の短時間運動プログラム「ちょこスポ」）
パナソニック パンサーズのプログラムは一番参加者が多かった。認知されているプログラムは集客
に効果がある可能性がある。すべてのプログラムをリラックス系に設定した。

Program4（地域スポーツイベントへの活用）
イベントであれば企業内や家族で誘い合って参加しやすいと考えたが参加者は少なかった。参加した
人はスポーツ実施意欲が「高まった」が有意に多く、「変化なし」が有意に少ない。

Program5（専門家会議）
効果的な集客方法、プログラム、データの分析方法など知見を得ることができた。様々な分野の専門
家からのアドバイスで事業の価値を高めることができた。

【健康経営とスポーツの推進】
大規模法人4社に協力いただくことができた。スポーツプログラムの実施だけでは協力は限定的だっ
た可能性がある。「健康経営」を切り口にしたことで企業の協力を得ることができたと考えている。

【本事業の評価と考察】
① スポーツ習慣のある人の方が、労働生産性や働きがい等が高かった。心身の健康に関するスポーツ
の様々な効果が先行研究で示されている。自己健康観も高いことから心身の健康が働き方にも好
影響を与えている可能性が考えられる。

② 職域でのプログラム参加率は企業によりバラツキがあった。組織風土や健康経営に対する取り組み
状況の差があると考えている。地域スポーツイベントへの参加について、D社には体力測定時に、一
人ひとりに口頭で説明し、チラシを手渡した。他社はチラシ配布のみ行った。その結果、他社の参加
率は8%程度であったがD社は13.2%であった。参加者が限定的な要因として従業員に情報が届
いていない（興味を持って見ていない）ことが考えられる。

③ 職域の「ちょこスポ」や「地域スポーツイベント」に参加した人はスポーツ実施意欲が高まった。本介入
ではリラックス系のプログラムを提供したことから仕事後にリラックス効果を感じ、スポーツの効果
を実感した可能性がある。



令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告④：効果検証・分析】

効果検証の方法と結果（根拠データ）

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

項目 介入前 介入後 p値

全体(n=563)

活力 2.61±1.0 2.61±1.0 0.65

熱意 2.97±1.0 2.97±0.9 0.72

没頭 2.76±0.9 2.82±1.0 0.07

スコア 2.78±0.9 2.8±0.9 0.66

スポーツ習慣あり(n=337)

活力 2.7±1.0 2.68±1.0 0.32

熱意 3.04±1.0 3.07±1.0 0.31

没頭 2.82±1.0 2.89±1.0 0.12

スコア 2.85±1.0 2.88±0.9 0.54

スポーツ習慣なし(n=220)

活力 2.48±0.9 2.49±0.9 0.77

熱意 2.86±0.9 2.83±0.9 0.53

没頭 2.67±0.8 2.71±0.9 0.43

スコア 2.67±0.8 2.67±0.8 0.92

項目 介入前 介入後 p値

全体(n=563)

絶対的 61.14±17.4 60.25±17.9 0.43

相対的 1.00±0.4 0.99±0.3 0.90

スポーツ習慣あり(n=337)

絶対的 61.60±18.1 61.36±18 0.43

相対的 0.99±0.4 1.00±0.3 0.90

スポーツ習慣なし(n=220)

絶対的 60.32±16.5 58.91±17.7 0.26

相対的 1.02±0.3 0.99±0.3 0.45

介入前後比較（前後とも評価
可能なデータのある方）

563名 すべての項目で介入前後に変化はみられなかった
介入前後の変化（全体）

項目 介入前 介入後 p値

全体(n=563)

会社は従業員の健康に配慮している 5.89±2.1 5.99±2.1 0.31

社内コミュニケーション満足度 5.81±2.1 5.77±2.1 0.48

会社信頼度 5.88±2.2 5.95±2.1 0.63

自己健康観 5.80±2.0 5.80±2.0 0.96

スポーツ習慣あり(n=337)

会社は従業員の健康に配慮している 6.13±2.1 6.17±2.1 0.71

社内コミュニケーション満足度 6.04±2.1 5.94±2.1 0.40

会社信頼度 6.09±2.1 6.11±2.1 0.94

自己健康観 6.12±1.9 6.14±2.0 0.59

スポーツ習慣なし(n=220)

会社は従業員の健康に配慮している 5.60±2.0 5.73±2.0 0.38

社内コミュニケーション満足度 5.52±2.0 5.51±2.1 0.77

会社信頼度 5.62±2.2 5.71±2.1 0.74

自己健康観 5.40±1.8 5.30±1.9 0.37

表１．ワーク・エンゲイジメントの変化 表2．プレゼンティーズムの変化 表3．働きやすさの変化

ワークエンゲイジメント
ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度9項目版
で評価。各6点満点。働きがいの指標。
プレゼンティーズム
WHO-HPQ日本語版で評価。絶対的は100%、
総体的は2.0が満点。労働生産性の指標。
働きやすさ
各項目を10段階で示し、任意の数字を選択。働き
やすさの指標。



令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告④：効果検証・分析】

効果検証の方法と結果（根拠データ）

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

項目 介入前 介入後 p値

社内・地域スポーツイベント参加あり(n=437)

活力 2.65±1.0 2.65±1.0 0.77

熱意 3.00±0.9 3.01±0.9 0.67

没頭 2.80±0.9 2.84±0.9 0.29

スコア 2.82±0.9 2.83±0.9 0.80

社内・地域スポーツイベント参加なし(n=126)

活力 2.49±1.0 2.48±1.0 0.67

熱意 2.85±1.0 2.84±1.0 0.98

没頭 2.62±1.0 2.74±1.0 0.06

スコア 2.65±0.9 2.70±1.0 0.56

項目 介入前 介入後 p値

社内・地域スポーツイベント参加あり(n=437)

絶対的 62.31±16.5 61.14±17.1 0.22

相対的 1.02±0.4 1.02±0.3 0.95

社内・地域スポーツイベント参加なし(n=126)

絶対的 57.06±19.8 57.14±20.4 0.56

相対的 0.92±0.3 0.92±0.4 0.77

介入前後の変化（社内・地域スポーツイベント参加有無別）

項目 介入前 介入後 p値

社内・地域スポーツイベント参加あり(n=437)

会社は従業員の健康に配慮している 5.94±2.1 6.08±2.0 0.22

社内コミュニケーション満足度 5.86±2.1 5.83±2.1 0.65

会社信頼度 5.97±2.1 6.05±2.1 0.78

自己健康観 5.84±2.0 5.87±2.0 0.85

社内・地域スポーツイベント参加なし(n=126)

会社は従業員の健康に配慮している 5.74±2.3 5.68±2.3 0.87

社内コミュニケーション満足度 5.64±2.2 5.54±2.1 0.54

会社信頼度 5.56±2.4 5.59±2.4 0.62

自己健康観 5.67±2.0 5.56±2.1 0.80

表4．ワーク・エンゲイジメントの変化 表5．プレゼンティーズムの変化 表6．働きやすさの変化

すべての項目で介入前後に変化はみられなかった



令和５年度Sport in Life 推進プロジェクト
(スポーツ人口拡大に向けた取組モデル創出事業)

【事業報告④：効果検証・分析】

効果検証の方法と結果（根拠データ）

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

スポーツ習慣の有無による比較

スポーツ習慣と労働生産性・働
きがいの評価（介入後調査）

615名

表7．スポーツ習慣の有無と仕事への影響

表9．スポーツ習慣と「ちょこスポ」参加有無 表10．スポーツ習慣と「地域スポーツイベント」参加有無

習慣あり
(n=375)

習慣なし
(n=234)

p値

プレゼンティーズム
（労働生産性）

絶対的 61.25±17.9 58.97±17.5 0.05＊

相対的 1.00±0.3 0.98±0.3 0.52

ワーク・
エンゲイジメント
（働きがい）

活力 2.73±1.0 2.44±1.0 <0.01＊＊＊

熱意 3.11±1.0 2.82±0.9 <0.01＊＊＊

没頭 2.89±0.9 2.7±1.0 0.01＊＊

スコア 2.91±0.9 2.65±0.9 <0.01＊＊＊

働きやすさ

会社は従業員の健康に配慮している 6.06±2.1 5.82±2.0 0.13

社内コミュニケーション満足度 5.93±2.1 5.66±2.1 0.10

会社信頼度 6.12±2.1 5.71±2.2 0.01＊＊

自己健康観 6.18±2.0 5.24±2.0 <0.01＊＊＊

参加 非参加

スポーツ習慣あり 50名(8.2%) 325名(53.4%)

スポーツ習慣なし 19名(3.1%) 215名(35.3%)

参加 非参加

スポーツ習慣あり 13名(2.1%) 362名(59.4%)

スポーツ習慣なし 4名(0.7%) 230名(37.8%)

高まった 少し高まった 変化なし 低下した p値

管理監督者
セミナー

参加なし 6.0% 27.7% 64.8% 1.6%

0.12

参加あり 12.7% 31.0% 56.3% 0.0%

体力測定

参加なし 6.9% 34.5% 58.6% 0.0%

0.81

参加あり 7.1% 27.8% 63.8% 1.4%

ちょこスポ

参加なし 5.6% 24.9% 68.2% 1.3%

<0.01

参加あり 15.6%* 48.4%* 34.4%* 1.6%

地域スポーツ
イベント

参加なし 6.2% 27.5% 65.0% 1.4%

<0.01

参加あり 29.4%* 47.1% 23.5%* 0.0%

表8.プログラム参加有無とスポーツ実施意欲の変化p<.05＊ p<.01＊＊ p<.001＊＊＊
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【事業報告④：効果検証・分析】

効果検証の方法と結果（根拠データ）

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

性別、世代別による比較

表11．スポーツ習慣の有無と仕事への影響（性別、世代別）

性別 世代 スポーツ習慣
絶対的プレゼン
ティーズム

相対的プレゼン
ティーズム

活力 熱意 没頭 スコア
会社は従業員
の健康に配慮し
ているか

社内コミュニ
ケーション
満足度

会社信頼度 自己健康観

男性 40歳未満 あり(n=110) 58.55±18.2 0.92±0.3 2.49±1.0 2.92±1.0 2.78±1.0 2.73±0.9 6.15±2.1 6.20±1.9 6.18±2.1 6.41±2.0

なし(n=48) 58.13±19.4 0.94±0.3 2.44±0.9 2.76±0.9 2.62±0.9 2.61±0.8 5.33±1.5 5.63±2.0 5.52±1.8 5.65±1.7

p値 0.16 0.03＊ 0.85 0.70 0.66 0.71 0.01＊＊ 0.22 0.06 0.08

男性 40-59歳 あり(n=152) 63.55±17.2 1.02±0.3 2.84±1.0 3.18±1.0 2.99±1.0 3.01±0.9 6.14±2.1 5.89±2.0 6.30±2.2 6.11±2.0

なし(n=119) 58.32±17.2 0.99±0.3 2.53±0.9 2.82±0.8 2.69±0.8 2.68±0.8 5.57±2.0 5.42±2.0 5.71±2.1 5.15±1.9

p値 0.03＊ 0.87 0.02＊ 0.01＊＊ 0.04＊ 0.01＊＊ 0.03＊ 0.06 0.01＊＊ <0.01＊＊＊

男性 60歳以上 あり(n=24) 60.83±16.7 1.07±0.4 3.00±1.0 3.38±0.9 3.28±1.0 3.22±0.9 6.46±2.0 6.13±2.1 6.50±1.6 5.92±1.8

なし(n=10) 69.00±16.6 1.17±0.3 3.30±1.3 3.47±1.2 3.17±1.2 3.30±1.2 6.40±1.8 5.90±1.9 7.00±2.6 5.50±2.3

p値 0.83 0.82 0.13 0.42 0.73 0.27 0.62 0.08 0.37 0.97

女性 40歳未満 あり(n=16) 58.13±12.2 1.05±0.4 2.08±0.7 2.58±0.9 2.35±0.8 2.34±0.8 6.13±1.7 5.63±2.1 5.25±2.1 5.25±1.9

なし(n=10) 55.00±10.8 0.86±0.2 2.17±0.7 2.53±0.8 2.57±0.8 2.42±0.7 6.60±1.6 5.70±1.6 5.70±1.7 5.20±2.0

p値 0.05＊ 0.11 0.49 0.69 0.87 0.64 0.61 0.49 0.75 0.25

女性 40-59歳 あり(n=26) 63.46±25.3 1.05±0.3 2.49±0.8 2.96±1.0 2.58±1.0 2.68±0.9 6.16±2.1 4.96±2.6 4.88±1.8 5.88±2.3

なし(n=25) 59.60±20.3 1.02±0.4 2.15±0.9 2.75±0.8 2.72±1.0 2.53±0.8 6.48±2.8 5.44±3.1 5.60±2.8 5.20±2.1

p値 0.10 0.58 0.02＊ 0.75 0.98 0.33 0.78 0.89 0.21 0.63

女性 60歳以上 あり(n=3) 70.00±0.0 0.88±0.1 2.89±0.5 3.33±0.5 3.33±0.3 3.33±0.2 8.33±0.6 8.33±0.6 8.67±0.6 8.00±0.0

なし(n=5) 64.00±15.2 0.97±0.1 2.87±0.3 2.93±0.3 2.87±0.2 2.89±0.2 6.20±1.3 6.20±1.8 6.00±1.4 5.80±1.1

p値 0.61 0.17 0.17 0.02＊ 0.07 0.02＊ 0.22 0.29 0.22 0.06

p<.05＊ p<.01＊＊ p<.001＊＊＊
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【事業報告⑤：事業の振り返り・今後に向けて】

事業全体の振り返り 今後に向けて

【事業を通じて得られた成果】 【事業を通じて見えた課題や要改善ポイント】

• 本介入は3ヶ月程度であり多くのプログラムは任意参加で
参加者が限定的だったため、スポーツ実施率向上等の効果
を示すことができなかった。期間や内容の見直しが必要で
ある。

• 企業によって従業員の参加率が異なった。健康経営は経営
戦略でありトップダウンによる導入とボトムアップによる浸
透が必要であると考えている。積極的に取り組みに参加で
きる組織風土の醸成も同時に必要である。

【事業実施により期待できる副次的な効果について】

【今後に向けて】

• 当協会の存在意義はスポーツを推進することである。本事業で得たスポーツ習慣と労働生
産性、働きがい、働きやすさの関係をエビデンスにするため、査読付き論文の作成を行う。
このエビデンスでスポーツの価値向上につなげていきたい。

• スポ―ツプログラムを体験すればスポーツ意欲向上に一定の効果がある可能性を示すこ
とができた。従業員が参加しやすいプログラムであればもっと多くの人の行動を変えるこ
とができる。例えば食堂の横で食事後にストレッチができるスペース等。スポーツに関心が
ない人も「これくらいならできる」とスポーツの敷居を下げるプログラム開発が必要である。
企業と相談し、実現性を検討したい。

• 企業にとって、健康経営や人的資本経営を行う際に重要な指標となる、「労働生産性」、
「働きがい」、「働きやすさ」について、スポーツ習慣のある従業員の方が高いことを示す
ことができた。

• 今回の介入プログラムの実施では、介入前後でスポーツ習慣等に変化はなかった。
• 職域に情報提供することで、地域スポーツイベントの参加者が増加した。
• プログラム参加者の中で、「ちょこスポ」および地域スポーツイベントに参加した人はス
ポーツ実施意欲が高まった。また、スポーツ習慣のない人の参加もあった。

• スポ―ツに興味のない人にチラシを配布しても見ない可能性がある。告知方法に工夫が
必要である。

• 多くの企業が健康経営の取り組みの必要性を認識しており、健康経営を切り口としたス
ポーツ介入であれば導入をすすめやすいことがわかった。

• 企業にとって、スポ―ツは、働きがい向上による離職率低下、労働生産性向上による業
績向上、健康な従業員増加による定年延長への対応や労働災害防止、人的資本経営によ
るリクルートや投資家へのインパクト等が期待できる。これらは健康経営への取り組みで
あり、企業価値を高めることに繋がる。

• 従業員にとって、心身ともに健康で働くことができ、well-beingの実現に繋がる。
• 地域にとって、働く世代が地域スポーツイベントに参加することによる、地域のにぎわい
創出、多世代間交流、地域商店の活性化、地域ボランティアの獲得等が期待できる。

• トップチームにとって、新たなファンやスポンサー企業の獲得等が期待できる。
• 社会にとって、社会保障費の削減、健康寿命の延伸、イノベーションの創出、SDGsの促
進、労働生産性の向上、幸福度の向上等が効果が期待できる。

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

• 「ちょこスポ」は就業時間後、かつ30分間という内容だったが、「就業時間中にやってほし
い」、「もっと働く動線で気軽にできることをしてほしい」という声があった。1日の1/3程
度の時間を過ごす職場でより気軽に体験できるプログラムを提供できれば、多くの人の
スポーツ実施意欲を高める可能性がある。

• 企業内で地域イベントの告知を行う際、チラシを配布するだけでなく、個別に声掛けや説
明を行うことで参加率が向上する可能性がある。参加促進の工夫が必要である。

• 従業員の個人情報の取り扱いに関して、企業によってはセキュリティが高く、情報を提供
できない、あるいは提供に時間がかかるケースがあった。従業員番号のみで管理する、余
裕をもって申請を行う等の対応が必要である。に



事業のターゲット ②働く世代・子育て世代

ターゲット詳細 工場を有する大規模法人4社の従業員約700名
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【ダイジェスト版】 ※詳細は別紙に記載

構成団体
関西医科大学
医学部 健康科学教室

実施概要 結果 【効果検証の方法と結果】

分析 【結果に基づく要因の分析】

代表団体名：公益財団法人 枚方市スポーツ協会

事業タイトル：地域のイベント資源を活用した従業員のスポーツ習慣定着
-スポーツの新たな価値を創出するエビデンスの確立-

① 職域（健康経営）と地域（既存イベント）が連携し、両者の強み（資源）を活かして
従業員のスポーツ実施率・実施意欲を高めるモデル

② 職域で管理監督者セミナー、体力測定、30分の短時間プログラム「ちょこスポ」
を実施し、機会を提供

③ 地域で行われる「する」「みる」「支える」スポーツイベントの情報を従業員に提供
し、参加を促す

④ 健康やスポーツ、ナッジ、ビジネス等の専門家で組織する専門家会議を実施し、
より効果を高めるための具体策を検討する

⑤ 介入前後の評価および従業員のスポーツ習慣で労働生産性や働きがいに関係
があるか検証する

【介入前後アンケート調査による主な分析結果】
① 今回の介入プログラムでは、スポーツ実施意欲等に変化はなかった
② スポーツ習慣ありの人はない人と比較し、絶対的プレゼンティーズム、活力、熱意、

没頭、スコア、会社信頼度、自己健康観が有意に高い
③ 「ちょこスポ」に参加した人はスポーツ意欲が高まった、少し高まった人が有意に

多く、変化なしが少ない。「地域スポーツイベント」に参加した人は、スポーツ意欲
が高まったが有意に多く、変化なしが少ない

④ スポーツ習慣のない人が「ちょこスポ」に19名、「地域スポーツイベント」に4名参加

⑤ スポーツ習慣ありは、男性40-59歳で全体的に好影響を与え、女性は年代別で
異なる

＊発表を行い、エビデンスとしてスポーツの普及に活用する予定(一部データ)

【スポーツ実施者の増加効果】
• スポーツ実施意欲が高まったという回答者が全体の26%
• 地域スポーツイベントへの参加者数延べ113名
• 職域内スポーツプログラム（ちょいスポ）参加率がB社

6.7%、C社21.3%、D社38.6%（延べ参加者数で算出）

① スポーツ習慣のある人の方が、労働生産性や働きがい等が高かった。心身の健
康に関するスポーツの様々な効果が先行研究で示されている。自己健康観も高
いことから心身の健康が働き方にも好影響を与えている可能性が考えられる。

② 職域でのプログラム参加率は企業によりバラツキがあった。組織風土や健康経
営に対する取り組み状況の差があると考えている。地域スポーツイベントへの
参加について、D社には体力測定時に、一人ひとりに口頭で説明し、チラシを手
渡した。他社はチラシ配布のみ行った。その結果、他社の参加率は8%程度で
あったがD社は13.2%であった。参加者が限定的な要因として従業員に情報
が届いていない（興味を持って見ていない）ことが考えられる。
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